
      
 

 

   

１．対象期間：2013 年 4 月 1日～2014 年 3 月 31 日 

２．対象範囲：滋賀銀行（単体）  

３．集計方法：環境省「環境会計ガイドライン」を参考 

（単位：千円）

（1）事業エリアコスト
公害防止コスト 地下重油タンク・埋設配管漏洩検査費用

【投資】太陽光発電、ソーラー街路灯、LED照明等の環境投資
【費用】エコカーリース、減価償却費

資源循環コスト 一般廃棄物・産業廃棄物の処理、処分のためのコスト
（2）上・下流コスト 再生紙回収、リサイクル費用
（3）管理活動コスト 環境広告・パンフレット、環境イベント、減価償却費等
（4）研究開発コスト 環境保全に資する会費、研究コスト
（5）社会活動コスト 学校ビオトープ、ニゴロブナ等放流、環境ボランティア費用

環境保全コストの合計295,697千円

事業活動から産出する財・サー
ビスに関する環境保全効果

3,024 3,649

植樹活動（累計本数）

環境対応型融資商品の残高（百万円） 126,343

環境対応型金融商品による地
域への環境保全活動
（地域密着型金融の推進に関
する数値目標）

0

8,682
8,265 510

環境保全効果の分類 環境パフォーマンス指標（単位）

事業活動から排出する環境負
荷に関する環境保全効果
（アウトプット）

事業活動に投入した
エネルギー量（インプット）

電力使用量（千kWh）

温室効果ガス（ＣＯ2）排出量（t-ＣＯ2）★
(基準年2006年度のCO2排出量：8,791.9ｔ)

ガソリン（注入量・kℓ）
重油（注入量・kℓ）

都市ガス（㎥）

合計 12,075 283,623

投資額　 費用額　
12,075

地球環境保全コスト 12,075 111,740

2012年度

24,733
6,156

10,453

124,225
5,689

510
8,775

149,224
1,031

9,192
6,673

2,265,453

17,777

1,110
▲ 8,537

381
21,471

545

147,814

21,480
18

150

17,861 ▲ 84

2013年度
前年比

7,255

環境保全効果

41,592

53

▲ 1,042

▲ 155

▲ 5

▲ 106
95,956

11 0
307

97

8,297

太陽光発電システム導入資金（実行件数）

0
127

環境対応車購入資金（実行件数）

2,116,229

公用車の環境対応車への切替（累計台数）

未来の種による排出権購入累計（ＣＯ2/ｔ）

18,480
383 401

2013年度～2015年度の3年平均で基準年比20%削減

ＬＰガス（㎥）
上下水道（㎥）

（1）-1　

（1）-2

（1）-3

137,099
627

2013年度
備考

418

3,000

1,216
104,493

エコ＆耐震住宅ローン実行（累計件数）
琵琶湖原則賛同先数（累計先数）

▲ 43

（1）環境保全コスト

（2）環境保全効果

11
302

0

41,747

分類

5,642

424環境対応型融資商品による金利優遇額（百万円）

エコプラス定期（累計件数）

生物多様性格付(ＰＬＢ格付ＢＤ)先数
琵琶湖原則支援資金実行累計額（百万円） 28,965

環境格付(ＰＬＢ格付)先数

31,530 2,565
625

 

（単位：千円）

1,3695,210
47,483

2013年度
339,381468,754

  （3）環境保全対策に伴う経済効果

396,061

1,110

336,307
16,008 ▲51,667
11,684427 297 5,575

費用削減 エネルギー費用の削減

453,579313,521

79
32,310 8,23813,288

2007年度2006年度具体的な取組 2008年度 2009年度

3,903 8,339
8,703

合計

環境対応型融資商品による資金利益　　

エコ関連ファンド販売手数料

その他の環境収益

▲ 38,979
699

▲ 100,862
43,992

▲ 24,911

2010年度

▲ 92,330

4,988

13,639
501

▲ 35,961

33,400
2011年度

366,999

効果の内容

収益

52,454 350,033 475,732 503,541
20,874

2012年度

 

 

 

 

 

 

＜＜＜地地地球球球環環環境境境とととののの共共共存存存共共共栄栄栄＞＞＞   

環境会計 

本編  

  Ｐ15

※【注記】2012 年度より下記①、②を変更。2013 年度より③を変更しています。 

①「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の実施により、太陽光発電関連融資を計上しています。 

②環境配慮型の省エネ住宅が増加しており、「エコ＆耐震住宅ローン」の抽出基準を一部見直し、計上しています。 

③電力会社のＣＯ2 排出係数の上昇に伴い、ＣＯ2 排出量削減活動を正当に反映するため基準年（2006 年）の排出係数で固

定化して算出しています。 



      
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆環境省との「エコ・ファーストの約束」である省資源・省エネに努めた結果、2013 年度の
温室効果ガス（ＣＯ2）排出量は、17.48％削減（基準年 2006 年対比）が図れました。 

◆環境対応型融資商品の残高は 147,814 百万円となりました。 

◆お客さまの環境保全活動をサポートするために、381 百万円の金利を優遇いたしました。

◆環境対応型融資商品による資金収益(貸出金利息-資金調達原価)は、339 百万円となり、エ

ネルギー費用などの削減と合わせて、336 百万円の経済効果となりました。また、エネル

ギー費用削減は電力料金の引き上げ等に伴い、51 百万円の増加となりました。 

★2013 年度「環境会計」のポイント
 


